
拠 点 相 談 所（とまりぎ）  

1目的  

体調不良・アルコールや薬物等の依存・借金・失業など様々な問題を抱えるホームレスに対し、定まっ  

た場所で継続的な相談と、自立支援や福祉施策に関する情報を、提供することで、ホームレス一人一人  

の状況に応じたきめ細かな支援を行い、早期に自立を促す。  

2スタッフと予算額  

（1）東京社会福祉士会  

主任相談員 1名  

相談員  3名  

補助相談員 2名  

専門相談員 6名  

（アルコールー法律■借金・健康り♭埋・住宅）  

（2）平成22年度予算額  

26，022干円（特定財源12，822千円）  

3 業務内容  
（1）相談所で行う相談業務等  

①ホームレスとの「面接相談」  

・継続的な関わりのもと、適切な施設や福祉施策の利用につなげるための相談・助言を  

行う。  

・社会保障制度、自立支援システム等、各福祉施策の利用を促す。  

②区民からの「苦情対応」や「電話相談」  

・苦情対応は、新宿区と相談のうえ適切な対応を行う。  

③関係機関、関係施設等への「同行」  

・希望者または必要と判断した者には、社会保険事務所、ハローワーク等での手続きの  

支援のために同行する。  

④「積極的な声かけ」  

・シャワー利用時や食料提供時等に声かけを行い、自立を支援することを伝える。  

⑤「各種専門員による相談」  

・法律相談等、専門の相談員を、曜日を決めて相談所に配置して、自立に向けた具体的  

な相談を行う。  

⑥「シャワーの提供」  

▲衛生健康面で必要な者には、シャワーの利用を促し、必要な場合には、利用のための  

補助をする。  

t必要がある者には、寄付品の衣類や購入した下着等を提供する。  

蝉シャワー利用時問は、午前9暗から午後4時まで。  

⑦「乾パンの提供」   

・必要とする者には、新宿区が購入等した乾パンを提供し、あわせて相談等を行っている  

ことを積極的に伝え、相談につなげる。   

・乾パン提供時間は、午前9暗から午前12時まで。  
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⑧その他、新宿区や関係機関等との連絡調整、資料等の作成、相談員の打合せ等  

（2）出張して行う業務  

出張する場合は、原則として「相談員1名と補助相談員1名の2名」体制で行うこと。  

また、その結果について、出張業務報告書（別紙2）により、新宿区に報告すること。  

（彰状況把握  

・出張した場所のホームレス等の状況を把握する。  

②相談対応  

・出張した場所に相談が必要な者がいた場合は、相談等話を聞き、相談所に来所するよ  

う促す。  

また、その後も継続した対応が必要な場合は、新宿区と協議のうえ対応する。  

③緊急一時保護センターへの同行  

・緊急に入所する必要があるホームレスがいた場合に同行する。  

（3）自立阻害要因の把握・分析と助言（事業実績報告）  

相談所や出張時に対応した相談者と、継続的な関わりのもとに判明した個々の具体的な自立  

を阻害する要因について、その状況を把握して分析し、解決のために行う有効な対応につなが  

る助言を行う。  

（4）委託業務の実施報告  

日々拠点相談事業業務日誌（別紙1）により、原則として翌日に新宿区に提出し報告する事。   

4個人情報の保護  

業務を履行するうえで知り得た個人の情報を漏らしてはならない。また、面接相談記録等の取り扱いに  

ついては、紛失等のないよう注意して保管すること。  

（1）福祉事務所業務日  

①業務開始前に、自立支援係で受け取り、開錠すること。  

②業務終了後に、施錠して、自立支援係に返却すること。  

（2）所定のキャビネットで保管し、自宅等への持ち帰りは禁止する。  

（3）複写が必要な場合は、自立支援係に確認のうえ行う。  

5実績  

相談種別   平成18年度  平成19年度  平成20年度   

生活保護   563   682   503   

病気   1，974   3，118   3，065   

緊急一時保護センター   740   940   1，136   

年金   118   259   208   

借金   135   148   125   

法律   138   90   74   

就労   1，926   2，051   2，631   

住宅   252   201   120   

その他（古着tシャワー■報告など）   5，312   8，111   7，929   

相談者数＊   7，906   9，782   9，360   

＊一人が複数の相談を受けているため、相談者数は縦列の合計数と一致しません。  
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（別紙1）  

拠 点 相 談 事 業 業 務 日 誌  

次のとおり、拠点相談事業の業務実施報告をいたします。〔社団法人東京社会福祉士会〕No  

－16－   



（別紙2）  

出 張 業 務 報 告 書  

－1了－   



（仮）ホームレスの自立支援ホーム事業  
業務委託  

（目 的）  

就労して自立を目指す意欲があり   且つ可能と思われる者について早期に対応し、－  

定期間で計画的・集中的に支環して、時間と労力を効果的に活用することで、アパート  

への就労自立を実現する。  

路上生活から確実に自立させ、再び路上に戻らないための支援は、生活サポートによるアパート生  

活に準ずるような環境の中で生活訓練をし、その人の年齢や能力、職歴といった経験等を踏まえた現  

実的な就労支援を行い、生活を維持させる力を身に付けて地域のアパートに自立して入居させること  

が重要である。   

福祉事務所は、拠点相談所「とまりぎ」碑ムレスの自  

立を支援する団体」が連携して、その生活サポートを行う上での柔軟性と、就労支援のための専門知  

識と経験を活かしながら、就労自立を集中的に行う事業を業務委託して実施する。  

（対象者）  

新宿区内で路上生活をしているホームレスで次の者。  

（1）就労して自立を目指す意欲があり、且つ可能と思われる者  

（2）就労して収入を得ることになったが、アパート入居のための資金を蓄える必要が  

ある者   

※ 自立支援センター等の他施策を利用し、就労自立してアパートに入居したが、再び路上生活に  

戻ってしまった者でも、この事業は再度自立を支援する。  

（事業の内容）  

この自立支援ホームに住み、次の支援を行う。  

（1）日常生活訓練  

・一般のアパート入居後に必要となる具体的な生活状況を模擬的に行いな  

がら、訓練して課題を解決していく支援を行う  

1金銭管理の訓練   

（2）近隣住民との付き合いに関すること  

（3）健康自己管理のための指導  

・食事や自己管理の方法を指導   

（4）就職のための支援  

・できる仕事、やりたい仕事を現実的に理解させ、自己の状況に合わせた  

支援により就労を実現させる  

・求職及び就職に必要な知識と、必要に応じて技能を修得するための支援  

を行う  

・職場での対人関係に関する相談   

（5）アパート探しのための支援  

・アパート入居時に必要となる費用を蓄えさせる  

・具体的なアパート探しの支援   

（6）その他、地域生活での自立に必要なこと  

－18－   



（事業の期間）  

ホーム入居期間  

アフタづが一期間  

対象者に対する支援は、原則3カ月、最大でも6カ月間以内  とする。  

就労自立してアパート入居後は、原則1年間、   様々な相談を受ける。  

（事業の規模）  

次のとおり  

（1）対象者数 16人～最大20人  各室2人対応：2重による  

（2）相談員  2人  

（3）予算金額  9，986千円   人件費 4，911千円  

（相談員204，600交通費含×2人×12カ月＝4，910，400【）  

施設維持費2，474千円   
（部屋2室69，800×12カ月×2室＝1，675，200→）   

（敷金礼金69，800－× 4カ月×2室＝ 558，400－）   

（光熱水費10，000－×12カ月×2室＝ 240，000－）  

生活援助費 900千円・・・食材費相当   

（月15，000－×4人×3カ月×4回（16人）＝720，000－）   

（月15，000－×4人×3カ月×1回（4人）＝180，000－）  

衛生の確保等 360千円  

（日常生活消耗品30，000－×12カ月＝360，000－）  

事務費H）％ 865千円  
（8，644，000一×10％＝864，400一）  

消費税即も  476千円  

（9，508，400→×5％＝475，420）   

（4）指導日  原則 月曜日～金曜日（平日）  

（5）指導時問  原則 9：00～18：00   

※ただし、土・目・祝日及び夜間について、対象者へ可能な限り便宜を図ること。  
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「宿泊所等入所者相談援助事業」（生活サポート）   

ホームレス問題に対し専門性を持ったNPO団体と連携し、NPOが運営する宿泊所  

に入所している認知症の高齢者や精神疾患があり単身生活が困難な元ホームレスのた  

めに、生活支援員を配置し生活相談や健康管理の支援を行っています  

1．事業名  宿泊者等入所者相談援助事業   （通称 生活サポート）  

NPO団体スープの会に事業委託  

特定財源 セーフティネット支援対策事業費（1／2）  

歳出12，272干円（国庫支出金6，136干円）  

2．実施場所 NPO団体スープの会「やまぶき舎」（新宿区赤城下町53）  

3．業務内容 宿泊所に生活相談員3孝一を配置し、生活全般の支援を行っています  

又、土・日・夜間に地域や関係機関からの通報のあったホームレスに対す  

る緊急対応も行っています  

4．対象者  一般の宿泊所での生活困難な元ホームレスで見守りが必要な人  

区民や警察等関係機関からの通報により緊急対応が必要な人  

5．実績  21年度 実績  

やまぶき舎8名  あかとき舎6名  おもかげ舎3名  

関連宿泊所9名  借り上げアパート7名  

士日夜間緊急対応 30件  

計33名  

6．成果  住民登録を行うことにより、他法・他施策の活用が可能  

生活援助があることで地域生活の継続が可能   

7．課題  生活能力の低下により設備面から対応できない場合があります  

困難性のあるホームレスや援助を必要とする利用対象者は増加  

傾向にあり、支援施設の確保が必要です  
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